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株式会社国木ハウスの株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 当社は、日本製紙株式会社との間で、株式会社国木ハウスの株式を取得する株式譲渡契約

に調印し、株式会社国木ハウスを子会社化することにいたしましたので、下記の通りお知ら

せいたします。 

 

記 

 

１．株式取得の理由 

当社は、2002 年より住宅事業に参入し、子会社「レオハウス」のブランドで主に 20 代後

半から 40代の一次取得者に向けて高品質・適正価格な注文住宅を供給し、注文住宅系の地域

ビルダーとして、業界内で確実なシェア拡大を図ってまいりました。2013年には東北地方で

同じく注文住宅事業を展開している株式会社ジェイウッドを子会社化し、市場シェアと商圏

の拡大を行いました。さらに、2016年には首都圏を中心に注文住宅と土地販売及び建売住宅

販売、アパート建築等を展開する株式会社ケイディアイを子会社化し、首都圏の商圏強化と

注文住宅以外のサービス拡大を図りました。 

 

今回株式を取得する株式会社国木ハウスは、1972 年に北海道札幌市にて創業、「人と環境

にやさしい強い木の家」をコンセプトに住宅事業を展開しています。同社の特徴として、北

海道の厳しい気候に適応する注文住宅建築を中心に土地付き注文住宅及び建売住宅、リフォ

ームを展開しており、幅広いノウハウを有している点が挙げられます。 

 

株式会社国木ハウスの株式を取得することにより、寒冷地における建築ノウハウを獲得し

当社グループの住宅事業として初めての北海道進出を図ります。今回の株式取得は、住宅事

業の商圏を拡大し、今後の収益力及び顧客満足度のさらなる向上に寄与するものと考えてお

ります。 



２．異動する子会社（株式会社国木ハウス）の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．株式取得の相手先の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)  名称 株式会社国木ハウス 

(2)  所在地 北海道札幌市豊平区豊平２条 11丁目 1-24 

(3)  代表者の役職・氏名 代表取締役社長 小山内 盛孝 

(4)  事業内容 建築工事請負 

(5)  資本金 20百万円 

(6)  設立年月 1972年 12月 

(7)  大株主および持ち株比率 日本製紙 株式会社（100％） 

(8)  上場会社と当該会社 

 と の 間 の 関 係 

当社と株式会社国木ハウスには資本関係、人的関

係、取引関係のいずれも該当ありません。 

(9)  当該会社の最近 3年間の経営成績および財政状態 

 決 算 期  2014年 3月期 2015年 3月期 2016年 3月期 

 総 資 産 452百万円 542百万円 449百万円 

 売 上 高  1,426百万円 930百万円 1,188百万円 

 営 業 利 益 14百万円 ▲34百万円 21百万円 

 経 常 利 益 13百万円 ▲37百万円 18百万円 

 当 期 純 利 益 12百万円 ▲37百万円 18百万円 

 1 株 当 た り 当 期 純 利 益 307円 ▲941円 453円 

 1 株 当 た り 配 当 金 ― ― ― 

(1)  氏名 日本製紙株式会社 

(2)  所在地 東京都千代田区神田駿河台 4-6御茶ノ水ソラシティ 

(3)  代表者の役職・氏名 代表取締役社長 馬城 文雄 

(4)  事業内容 印刷紙や包装資材などの紙事業、化成品事業、飲料

用容器事業やエネルギー事業の他、再生可能資源

「木」を活用したビジネスなど幅広い事業展開をす

る総合バイオマス企業 

(5)  資本金 1,048億 73百万円 

(6)  設立年月 1949年８月 

(7)  上場会社と当該会社 

 と の 間 の 関 係 

当社と日本製紙株式会社には資本関係、人的関係、

取引関係のいずれも該当ありません。 



４．取得株式数および取引前後の所有株式の状況 

（１）取得株式数   40,001株 

（２）株式取得の方法  既存株主からの譲渡により取得 

（３）取引前の所有株式数  ０株 

（４）取引後の所有株式数  40,001株（所有割合 100%） 

 ※ 取得価額につきましては相手先との守秘義務契約により控えさせて頂きます。 

 

５．日程 

（１）取締役会決議日      平成 29年４月 24日 

（２）株式譲渡契約締結日    平成 29年４月 27日 

（３）株式譲渡実行日      平成 29年６月１日（予定） 

 

６．今後の見通し 

 平成 30年３月期の連結業績への影響は軽微であると見込んでおります。 

 

以上 

 


